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１．はじめに 

 

国土交通省では、全国で約１２,０００台の道路河

川管理用監視カメラを所有している。 

平成１４年頃は、道路河川管理用の施設管理用カメ

ラは、アナログ方式で映像伝送され、映像切り替えは

事務所の職員が手作業で行っていた。そのため、災害

時などに映像情報を共有する際は、映像が配信される

までに相当な時間を要していた。 

 平成１５年度、国土交通省は波長多重分割技術（Ｗ

ＤＭ）による大容量統合ＩＰネットワーク（図―１）

を概成し、施設管理用カメラのデジタル化（ＩＰ化）

を推進した。 

これらの背景を踏まえ、本稿では、道路河川管理用

に設置されている施設管理用カメラの映像情報の効率

的な伝送方式の選定及び、道路・河川管理者の業務の

効率化や迅速な状況判断を行うために、雨量計・流量

計などのセンサー情報と映像情報の連携方式、さらに

は道路河川管理者及びそれ以外の人が映像情報を利用

するための仕組みの実現と普及についてご紹介する。 
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図－１ 統合ＩＰネットワーク概況図 

 

映像共有における課題は次のとおりである。 

 

①映像を配信する際、通信回線に常時６Ｍｂｐｓのト

ラヒックを要し、効率的な配信が必要とされる。 

②映像配信の基準がなく、メーカー独自の整備が進め

られている。 

③各種情報（映像情報や河川情報）の連携が困難であ

る。 

これらの課題解決に向けて、以下の検討を行った。 

 

２ 検討方法 

 

（１）映像情報配信ネットワークの検討 

a) 効率的な映像配信 

近年、インターネットなどの映像配信には、全デー

タを受信しながら再生するストリーミングと呼ばれる

技術が用いられる。また、一般の映像配信では、「ユ

ニキャスト」が使われ、映像を一度、受信、蓄積して

から配信するためのキャッシュサーバ（ＣＳ）を分散

して配置することによりトラフィックの低減を図って

いる。 



 

図―２ 映像配信の形態 

表―１ 各方式におけるﾄﾗﾌｨｯｸ及び最大ｽﾄﾘｰﾑ数 

トラフィック 
配信方式 

link1 link2 

エンコーダの最大送出ス
トリーム数（1 台当り） 

ユニキャスト Ｓ×φ×δ Ｓ×δ φ×δ 

キャッシュサーバ・ 
ユニキャスト 

Ｓ×φ Ｓ φ 

マルチキャスト Ｓ Ｓ １ 

 

 これに対し、ネットワーク技術によって映像ストリ

ームを減らし、トラフィックを低減させる手法が「マ

ルチキャスト」である。マルチキャストでは、ストリ

ームを必要に応じてネットワークノード（ルータやＬ

３ＳＷ）でコピーして配信する。このため、複数の箇

所から同じ映像の閲覧要求があった場合、同じ経路上

に一つの映像ストリームしか流れない。ユニキャスト、

キャッシュサーバ分散配置、マルチキャストによる映

像ストリームの状況を模式的に図―２に示した。表―

１は、各回線における最大トラフィック量(ストリー

ム数)を示す。φ、δはそれぞれ中継のルータ数とそ

のルータに接続する受信システム数を表す。 

 インターネット上のストリーミング配信サービスで 

は、様々な仕様のルータ等に対応する必要があり、ま

た、ネットワーク負荷を低減させるインセンティブが

大きく働かないことから、マルチキャスト技術が普及

していない。しかし、国土交通省内のネットワークで

は、設備の仕様を規定することが可能であること、並

びに、ネットワーク負荷低減による経済性の向上が明

確であることから、コストや拡張性に優れている「マ

ルチキャスト」を採用した。 

 

 

（２）映像配信の基準化に関する検討 

a) データ定義 

映像情報そのものに付加されている情報はほとんど

ない。映像情報を共有する上で重要なのは、その映像

が置かれている環境、つまり、位置、名称、装置タイ

プのような諸情報を管理することである。 

本検討では、これらの諸情報をメタデータと位置付

けて管理を行なう。 

映像情報のみでは、キーワード検索などを行うこと

ができず、メタデータを付与することで検索が可能と

なり、他のコンテンツとの連携が行える。  

具体的には、時間（Ｗｈｅｎ）、位置（Ｗｈｅｒ

ｅ）、主題［何を（Ｗｈａｔ）、誰が（Ｗｈｏ）、監

視目的（Ｗｈｙ）、監視手法（Ｈｏｗ）］の５Ｗ１Ｈ

を基本概念とし、データの定義を行った。具体例とし

て、図―３にＸＭＬ（Extensible Markup Language）

にて記載した映像ソースのメタデータ例を示す。 

 



 

 

図―３ 映像ソースのメタデータ例 

 

b) データ連携 

 映像情報は、a)で定義したメタデータを持つことが

できない。そこで、ＸＭＬで記載したメタデータのフ

ァイルをサーバで管理し、ＩＰネットワークを用いて

連携を図るものとした。各サーバが最寄りのカメラ情

報を管理し、連携することで、映像のメタデータが全

国的に共有化された。 

 

 

図―４ データの連携イメージ 

 

 

 

 

（３）映像情報と河川情報の連携に関する検討 

  映像は、それ単独でも道路河川管理業務に欠かせな

い有効な情報であるが、雨量、水位や交通量といった

センサー値と組み合わせることにより、業務を効率的

に実施することが予想され、その価値が相乗的に高ま

ることが期待できる。 

 今般、その事例として河川情報を例に映像情報との

連携を試行した。 

 

a) 連携インタフェースの規定 

現在、情報提供の多くは、Ｗｅｂサーバからによる

ものであり、Ｗｅｂサーバが使用するプロトコル（ｈ

ｔｔｐ）は、イントラネットやインターネットなどで、

制限無く利用されている。そこで、映像情報と河川情

報の連携インタフェースには、Ｓｏａｐ（Simple 

Object Access Protocol）ｏｎ ｈｔｔｐを採用し、

メタデータの交換を行う。また、各種情報を統合し提

供するために、情報統合サーバを用いることとした。 

 

 

図―５ 映像情報と河川情報の連携イメージ 

 

３ 検討成果 

 

（１）映像情報配信ネットワークの検討 

 映像配信に関する技術選定を行うとともに、全国で

統一的な映像情報配信ネットワークを構築した。 

 

（２）映像配信の基準化に関する検討 

 映像の配信に関するデータ定義と連携方式を規定し

た。これらの規定に基づき、映像情報共有化システム

を構築した。 

映像情報共有化システムは、Ｗｅｂ画面上に表示さ



れる施設管理用カメラのアイコンを選択することで、

現場のカメラからデジタル化されたリアルタイムの映

像が職員のパソコンやモニターへ直接配信されるもの

である。 

 

図―６ 映像情報共有化システムのイメージ 

 

（３）映像情報と河川情報の連携に関する検討 

本検討で規定した映像情報と河川情報の連携インタ

フェースを用いて、情報統合Ｗｅｂサーバを構築した。

本サーバでは、河川情報（雨量、現在水位、警報な

ど）と映像を組み合わせ、分かりやすい情報を提供す

ることができる。 

 

 
図―７ 情報統合Ｗｅｂサーバのイメージ 

 

４ 効果 

 

本成果の適用により得られた効果の中でも、自席の

ＰＣで映像を取捨選択し閲覧が可能になったことは、

従来手作業で映像切り替えを実施していた現場の作業

が省略され、作業量と配信時間において、有効であっ

た。 

自席で映像を閲覧できることから、パトロールの際、

事前に巡回ルートを映像で確認し、重点箇所を特定す

るなど、業務精度の向上と効率化にも寄与している。 

映像を蓄積することで、不法投棄、事件、事故など

の対処が可能となり、また、水害による破堤状況から

堤防の補強や改修計画などへの適用も考えられる。 

今後の課題として、カメラのデジタル化（ＩＰ化）

に加え、これらの基準の普及が求められる。 

また、映像情報と河川情報の連携によって提供され

る情報としてどのような情報が管理者にとって分かり

やすく、有益であるか、更なる検討が必要となる。 

 さらに、一般への情報提供を考慮して、プライバシ

ーやセキュリティについても取り組む必要がある。 

 

５ まとめ 

 

本検討では、施設管理用カメラの映像情報や河川情

報を用いて、道路・河川管理者の業務の効率化や災害

時に迅速な状況判断を行うための仕組みについて検討

を行った。 

 「いつでも」、「誰でも」、「全国どのカメラの映

像でも」見ることができるシステムの実現には、具体

的な制約が数多く存在する。さらに、本システムを実

現するための映像通信技術は最先端のもので日々発展

していること、並びに国土交通省という巨大なネット

ワークへの適用を考えると、基準やデータ定義を定期

的に見直し、運用する必要がある。 
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